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本日の論点について
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（参考）地球温暖化対策の推進に関する法律の改正概要

 本年４月施行の改正温対法では、脱炭素社会の実現に向け、市町村が再エネ事業の「促進
区域」を設定可能とする制度を措置。

 促進区域は、国が定める基準のほか、都道府県が基準を定めている場合には、当該基準に従
い、市町村が設定。

 促進区域内で行われる「地域脱炭素化促進事業（再エネ設備等の設置事業）」は、市町村
の計画認定を受けることが可能であり、認定を受けた事業は、環境影響評価法に基づく環境ア
セスメント（以下「法アセス」）の配慮書の手続省略等の特例措置の対象※となる。

※法アセスの配慮書手続の省略は、都道府県基準が設定されている場合に限る。

 本特例措置の創設を受け、次頁の２つの論点について、御審議いただきたい。

令和４年７月５日 京都府環境審議会
環境管理部会資料３ 抜粋
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配慮書手続の省略スキームと御審議いただきたい論点
都道府県 国 事業者市町村

温対法改正

温暖化対策実行計画
・促進区域設定

促進区域内における
再エネ事業計画の
作成・認定申請

計画認定

法アセス
配慮書省略

条例アセスの
配慮書省略

環境省令
・促進区域設定基準
・府県基準の定め方

温暖化対策実行計画
・促進区域設定基準

環境影響評価法の配慮
書手続において検討すべ
き配慮事項が、温対法
に基づく国・京都府基準
及び市町村における促
進区域の設定に当たって
の検討過程において検
討されることが担保される。

専門委員会で議論の上、
取りまとめた基準案を踏ま
え、条例アセスの配慮書
手続省略について御審議
いただきたい。

論点
３部会（環境管理部会、総合政策部会及び地
球環境部会）合同で設置した専門委員会での
御審議の上、基準案を取りまとめたので、今回御
報告。

※都道府県基準が設定されない場合、法アセスの配慮書は省略されない。



京都府環境影響評価条例の一部改正
（配慮書手続の省略）について
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法アセスの配慮書手続の省略について

 配慮書手続とは、重大な環境影響が避けられるよう事業構想の早期段階（事業の位置・規模
や施設の配置・構造の検討の段階）において、事業実施者が客観的かつ科学的に検討を行うも
ので、本手続の中で、府は環境保全の見地から事業実施者に意見を述べている。

 都道府県基準に基づき定められた促進区域内で行われる、市町村の計画認定を受けた事業に
ついては、法アセスの配慮書手続において検討すべき配慮事項がその計画認定までのプロセス
の中で検討されることが担保されるため、法アセスの配慮書手続が省略される。

※促進区域制度では、市町村が、温対法に基づく協議会での協議等を通じて、環境への配慮や地域における合
意形成を図りながら促進区域を設定することによって、地域主導の下で地域脱炭素化（再エネ導入拡大等）
を推進するもの。
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（参考）条例アセスの流れ



府条例アセスの配慮書手続の省略について

 今回、３部会（環境管理部会、総合政策部会及び地球環境部会）合同で設置した専門委
員会で議論の上、本府の基準案が取りまとめられた。

＜基準案のポイント（P10～で詳細を御報告） ＞
 対象は太陽光発電施設と風力発電施設とし、法アセス規模や条例アセス規模等での差異は設けない。
 環境アセスメント手続において、従前、知事意見により環境配慮を求めている項目（騒音、水の濁り、

地形・地質、土地の安定性、反射光、風車の影、動物、植物、生態系、景観、人と自然の触れ合いの
活動の場等）を網羅。

 各環境配慮項目において示す内容（具体的な環境配慮措置の例 等）は、これまでの環境アセスメン
ト手続における知事意見や事業者の実施する措置等を参考にして設定。

 法アセスの配慮書省略と同様の観点から、同じ条件（府基準に基づき促進区域設定・計画認
定）を満たす条例アセス対象事業においても配慮書手続を省略することが適当と考えられるとこ
ろ、配慮書手続を省略する条例改正を行うことについて、専門委員会における技術的な検討の
結果を踏まえ、幅広い視点（例:環境保全、再エネ導入促進、地域共生等）で御意見をい
ただきたい。
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条例の配慮書手続について、府が温対法に基づく環境配慮の基準を定めた場合にお
いて、事業者が市町村の計画認定を受けて設置する再エネ設備にあっては省略する特
例規定を新設
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「京都府環境影響評価条例」の一部改正案の骨子（素案）

京都府では、環境影響評価法（平成９年法律第81号）の対象事業よりも規模が
小さい開発事業について、京都府環境影響評価条例（平成10年京都府条例第17
号。以下「条例」という。）に基づき、事業者自らによる環境保全への配慮を求めている。
今般、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号。以下「温

対法」という。）が改正され、環境影響評価法の配慮書手続を省略する特例が設けら
れたことを踏まえ、条例の一部を改正する。

 １ 改正の趣旨

 ３ 施行時期

令和５年４月１日（予定）

 ２ 改正の概要



（参考）法アセスと条例アセスの対象事業規模の違い
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法アセス対象事業 府条例アセス対象事業

第一種事業
（必ず環境アセスメントを

行う事業）

第二種事業
（環境アセスメントが必要
か個別に判断する事業）

第一種事業
（必ず環境アセスメントを

行う事業）

第二種事業
（環境アセスメントが必要
か個別に判断する事業）

太陽光
発電

出力４万kW以上
（造成面積の目安
は100ha）

出力３万～４万kW
（造成面積の目安は
75～100ha）

造成面積75ha以上 造成面積50～75ha

風力
発電

出力５万kW以上 出力3.75万～５万kW 出力1,500kW以上 －

※ 府条例では、太陽光発電の環境アセスの要否について、出力値ではなく、造成面積で判定することと
されている。

令和４年７月５日 京都府環境審議会
環境管理部会資料３ 抜粋
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地域脱炭素化促進区域設定基準に関する
専門委員会の検討結果の御報告
①専門委員会の開催結果概要
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地域脱炭素化促進区域設定基準に関する専門委員会について
 前回の環境管理部会（令和４年７月５日）での御審議を踏まえ、京都府環境審議会運営

要領に基づき、総合政策部会及び地球環境部会と３部会合同で地域脱炭素化促進区域設
定基準に関する専門委員会を設置し、地域脱炭素化促進区域設定基準について、計３回にわ
たって御議論いただいた。

 本日は、本専門委員会で御議論の上、取りまとめた基準案について、御報告させていただく。

京都大学大学院人間・環境学研究科 教授
浅野 耕太（環境経済学）

京都大学大学院工学研究科 教授
清水 芳久（水質、地盤沈下、土壌汚染）

京都芸術大学芸術学部 教授
荒川 朱美（景観）

京都先端科学大学バイオ環境学部 教授
田中 和博（植物）

国立研究開発法人国立環境研究所 主幹研究員
岡 和孝（気候変動影響・適応）

一般社団法人太陽光発電協会事務局 政策推進担当
⾧峯 卓（再エネ事業（太陽光））

◎京都大学大学院地球環境学堂 教授
勝見 武（環境地盤工学）

兵庫県立人と自然の博物館 研究員
布野 隆之（動物（鳥類） ）

京都府地球温暖化防止活動推進センター 副センター⾧
木原 浩貴（地球温暖化対策）

一般社団法人日本風力発電協会 理事
見上 伸（再エネ事業（風力））

＜地域脱炭素化促進区域設定基準に関する専門委員会 委員（50音順）＞

＜開催結果＞
令和４年 ８月１日 第１回専門委員会

８月25日 第２回専門委員会
10月３日 第３回専門委員会

※（）は御専門分野。◎は委員長。
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専門委員会での主な御意見

 本制度における府の役割、市町村の役割等
– 再エネ促進の観点からは、特に除外すべきエリアについて、都道府県基準で多くを決めすぎないほうがよい

と考える。その上で、影響が地域に留まらず広域に及ぶものと市町村の境界領域におけるものは、基準の
中で配慮を求めるべきではないか。

 促進区域設定基準の考え方
– 各法令の規制内容に応じて、除外する区域かどうかを議論するべき。
– 今後の気候変動の影響（降雨量の増加等）にも留意されたい。
– 環境影響の場所的・時間的な広がりにも一定の留意が求められる。

 地域脱炭素化のための促進区域の候補となる具体的なエリアについて
– 具体的な取組の例示は大変よい。促進区域を設定する市町村にとって、代表的なものをわかりやすく示

していただきたい。
– 配慮基準案に記載のあるエリアについて、むやみにアクセルを踏むべきではないのは、理解するが、制度の

目的が再エネ促進であるにも関わらず、殊更にブレーキを踏むべきという印象だけが強くなっている。促進
区域の候補となる具体的なエリア等の内容もしっかり伝えていくべき。

 その他（基準策定のプロセスや基準の公表）
– 促進区域外（基準で除外する区域等）では再エネ導入が禁止されるという誤解が広がらないように留

意いただきたい。
– この基準が策定された後、市町村が積極的にポジティブなゾーニングをしていけるようにすることが、重要で

あるため、基準を確定させる前に市町村からのヒアリングを実施し、市町村の率直な意見も反映いただき
たい。



地域脱炭素化促進区域設定基準に関する
専門委員会の検討結果の御報告
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1. 基本的な考え方
2. 太陽光発電

(1) 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域
(2) 考慮を要する区域・事項等

3. 風力発電
(1) 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域
(2) 考慮を要する区域・事項等

②環境配慮基準案
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１．基本的な考え方

 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域
 当該区域の根拠法等の関係規定に照らして施設の設置が困難な区域を定める。

 考慮を要する区域・事項等
 市町村による促進区域の設定及び地域脱炭素化促進事業計画の認定に当たって、考慮すべき

区域や事項、収集すべき情報やその収集方法を定める。
 考慮すべき区域・事項は、促進区域の設定に当たっての考え方と計画認定に当たっての考え方のそ

れぞれを定める。

 全般的な事項
 上記の個別具体的な基準に加えて、以下の全般的な考え方に基づくものであることを基準中に明

記する。
 計画認定に当たっての考え方については、発電施設の設置工事や供用時はもとより、発電施設の設置

に必要な搬入道路等の設置や発電事業終了時の対応も含めた、発電事業の検討から終了までにおけ
る一連の行為を対象とする。

 設定しようとする促進区域や認定しようとする地域脱炭素化促進事業計画の事業地の周辺に他の市町
村の区域が存在する場合は、その区域を所管する市町村と十分に協議を行い、環境保全上の支障が
ないことを確認した上で、促進区域の設定や計画の認定を行うよう努める必要がある。

 近年の水災害の頻発に加え、今後、気候変動の影響により更に激甚化するとの予測等もあるため、促
進区域の設定又は計画の認定に当たっては、必要に応じ、その時点における最新の自然的社会的条
件を踏まえる。
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２．太陽光発電
(1)促進区域に含めることが適切でないと認められる区域

環境配慮事項 促進区域に含めることが適切でないと認
められる区域 区域等の設定根拠

土地の安定性への影響 ・保安林
・海岸保全区域
・河川区域

・森林法
・海岸法
・河川法

動物の重要な種及び注目
すべき生息地への影響

・国指定鳥獣保護区

・京都府指定鳥獣保護区

・生息地等保護区

・生息地等保全地区

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化
に関する法律

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化
に関する法律

・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律

・京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全
に関する条例

植物の重要な種及び重要
な群落への影響

・生息地等保護区

・生息地等保全地区

・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律

・京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全
に関する条例

地域を特徴付ける生態系
への影響

・自然環境保全地域及び歴史的自然環
境保全地域

・京都府環境を守り育てる条例
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環境配慮事項 促進区域に含めることが適切でないと認
められる区域 区域等の設定根拠

主要な眺望点及び景観資
源並びに主要な眺望景観
への影響

・国立公園及び国定公園の特別地域
・府立自然公園の特別地域
・保安林（風致保安林）
・近郊緑地特別保全地区
・近郊緑地保全区域
・特別緑地保全地区

・自然公園法
・京都府立自然公園条例
・森林法
・近畿圏の保全区域の整備に関する法律
・近畿圏の保全区域の整備に関する法律
・都市緑地法

主要な人と自然との触れ合
いの活動の場への影響

・保安林（保健保安林、風致保安林） ・森林法

その他 ・生産緑地地区 ・生産緑地法

２．太陽光発電
(1)促進区域に含めることが適切でないと認められる区域

（参考）国基準により除外されている区域

原生自然環境保全地域
自然環境保全地域

自然環境保全法

国立/国定公園の特別保護地区、海域公園地区、第１種特別地域 自然公園法

国指定鳥獣保護区の特別保護地区 鳥獣保護管理法

生息地等保護区の管理地区 種の保存法
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

騒音による生活
環境への影響

・配慮対象（住宅、学校、
病院、福祉施設等）の
分布状況

・用途地域
（都市計画法）

・騒音の現況

・既存文献における発電設備と
騒音に係る苦情発生との距離
や現況を踏まえ、配慮対象
（将来的に立地が想定される
ものを含む。）から適切な離隔
距離を確保した上で、区域設
定すること。

・騒音源となる工事や設備について、その種類や規
模等を踏まえて、必要な調査、検討及び措置を
行い、生活環境への影響を回避又は極力低減す
ること。

＜必要な措置の例＞
 パワーコンディショナーに囲いを設ける等の防音

措置を講じる。
 施設の適切な維持管理を行い、異常音の発

生低減を図る。
 発電所の供用に伴い、周辺住民の生活環境

への影響が明らかとなった場合は、追加の防
音措置を講じる。

・ 環境 アセスメン ト
データベース（以
下 「 EADAS 」 と い
う。）

・環境省 太陽光発
電施設等に係る環
境影響評価の基
本的考え方に関す
る検討会報告書

・京都府環境白書

（参考）考慮を要する区域・事項等の整理方針
要考慮の内容の性質に応じて、考慮の内容を以下の４つの類型に整理。
 当該区域等を促進区域に設定することは極力避けること。（例:砂防指定地 等）
 必要な配慮をした上で区域設定すること。（例:騒音 等）
 配慮事項が存在する（計画認定時に審査すべき事項が存在する）区域であることに留意

した上で区域設定すること。（例:洪水浸水想定区域 等）
 区域設定の段階で配慮・留意できる事項がない。（促進区域の設定に当たっての考え方

は定めず、計画認定に当たっての考え方のみ定める。例:建設発生土 等）

計画認定に当たっての考え方については、必要な調査、検討
及び措置を行い、要配慮内容への影響を回避又は極力低減
することを求めるとともに必要な措置を例示を行う。

※下線部は太陽光発電と風力発電とで差がある箇所
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

騒音による生活
環境への影響

・配慮対象（住宅、学校、
病院、福祉施設等）の
分布状況

・用途地域
（都市計画法）

・騒音の現況

・既存文献における発電設備と
騒音に係る苦情発生との距離
や現況を踏まえ、配慮対象
（将来的に立地が想定される
ものを含む。）から適切な離隔
距離を確保した上で、区域設
定すること。

・騒音源となる工事や設備について、その種類や規
模等を踏まえて、必要な調査、検討及び措置を
行い、生活環境への影響を回避又は極力低減す
ること。

＜必要な措置の例＞
 パワーコンディショナーに囲いを設ける等の防音

措置を講じる。
 施設の適切な維持管理を行い、異常音の発

生低減を図る。
 発電所の供用に伴い、周辺住民の生活環境

への影響が明らかとなった場合は、追加の防
音措置を講じる。

・ 環境 アセスメン ト
データベース（以下
「EADAS」という。）

・環境省 太陽光発
電施設等に係る環
境影響評価の基
本的考え方に関す
る検討会報告書

・京都府環境白書

水の濁りによる
影響

・取水施設の状況 ・下流側に取水施設が存在する
地域を促進区域に設定する場
合は、その設定に当たり、事業
計画の認定時に求められる地
域の環境の保全のための取組
の実施について、その可否を検
討すること。

・計画地の下流側に取水施設が存在する場合は、
その分布を踏まえて、必要な調査、検討及び措
置を行い、水の濁りによる影響を回避又は極力低
減すること。

＜必要な措置の例＞
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維持
管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・EADAS
・ 水 道 水 質 デ ー タ
ベース

・河川管理者が有す
る情報

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等



19

環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

重要な地形及
び地質への影
響

・京都府レッドリスト ・学術上高い価値を有する地
形・地質が存在する地域やそ
の周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地、その周辺又は下流域に学術上高い価
値を有する地形・地質が存在する場合は、必要
な調査、検討及び措置を行い、当該地形・地質
への影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該地形・地質の分布状況を把握し、直接

的な改変を避ける。
 やむを得ず当該地形・地質の分布地域と重

複する部分で工事を実施する場合は、改変
範囲を最小化する。

 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等
を設置する。

 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の
洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府ＨＰ

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・砂防指定地
（砂防法）

・地すべり防止区域
（ 地 す べ り 等 防 止
法）

・急傾斜地崩壊危険区
域
（急傾斜地の崩壊に
よる災害の防止に関す
る法律）

・土砂災害特別警戒区
域
（土砂災害警戒区域
等における土砂災害防
止対策の推進に関する
法律）

・砂防指定地、地すべり防止区
域、急傾斜地崩壊危険区域
及び土砂災害特別警戒区域
やその周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地、その周辺又は下流域に急傾斜地の崩
壊や土石流等の災害が発生するおそれのある地
域が存在する場合は、必要な調査、検討及び
措置を行い、土地の安定性への影響を回避又
は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 土地の傾斜の状況等を考慮の上で、関係

設備の設置範囲等を定める。
 地盤の特性や過去の土砂災害の発生状況

等を踏まえ、土砂の崩落及び流出の可能性
が高い箇所の改変を避ける。

 軟弱な地盤には、土壌改良を行う。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府土木事務
所、広域振興局、
林務事務所に確
認

・京都府HP

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・河川保全区域
（河川法）

・河川保全区域やその周辺を
極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地、その周辺又は下流域に河川保全区域
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、河岸及び河川管理施設を適切に保
全し、もって土地の安定性への影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 その荷重による影響等を考慮の上で、関係

設備の設置範囲等を定める。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 排水工や緑化工などの土砂等の崩壊等によ

る災害の発生の防止策を講じる。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府土木事務
所に確認

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・盛土・切土 － ・盛土及び切土を行う場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、土地の安定性への影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 法令・条例等で定められる基準等を確実に

遵守し、適切な崩壊防止工法を選定する。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

 排水工や緑化工などの土砂等の崩壊等によ
る災害の発生の防止策を講じる。

－

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

反射光による
影響

・配慮対象（住宅、学
校、病院、福祉施設
等）の分布状況

・用途地域
（都市計画法）

・反射光によって環境保全上の
影響を及ぼすおそれのある以
下の地域を極力避けること。
 大きく拓けた土地にあって

は、配慮対象（将来的に
立地が想定されるものを
含む。）の東側又は西側

 平地にあっては、高層の
配慮対象（将来的に立
地が想定されるものを含
む。）の南側

 斜面地にあっては、配慮
対象（将来的に立地が
想定されるものを含む。）
の北側

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・極力避けるべき場所に発電設備を設置する場合
は、必要な調査、検討及び措置を行い、反射
光による影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 事業地の周囲に植栽を施す。
 防眩仕様のパネルを採用する。
 配慮対象（将来的に立地が想定されるもの

を含む。）との位置関係を踏まえ、アレイの
配置及び向きを定める。

・EADAS

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

動物の重要な
種及び注目す
べき生息地へ
の影響

・国内希少野生動植物
種一覧
（絶滅のおそれのある
野生動植物の種の保
存に関する法律）

・指定希少野生生物
（京都府絶滅のおそ
れのある野生生物の保
全に関する条例）

・環境省レッドリスト
・京都府レッドリスト

・希少な動物の分布を踏まえて、
当該種の生息地やその周辺
を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に希少な動物
が生息する場合は、現地調査によりその分布を
踏まえるなど、必要な調査、検討及び措置を行
い、当該種及びその生息地に与える影響を回避
又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該種の生息状況を把握し、土地の改変

面積の低減等の措置を講じる。
 生息が確認された当該種及び注目すべき生

息地に対して、生息状況等を踏まえて発電
設備の配置等を定め、又は個体の移動を行
う。

 樹木の抜根、用地の舗装は原則として行わ
ず、草地のまま管理する。

・環境省HP
・京都府HP

植物の重要な
種及び重要な
群落への影響

・国内希少野生動植物
種一覧
（絶滅のおそれのある
野生動植物の種の保
存に関する法律）

・指定希少野生生物
（京都府絶滅のおそ
れのある野生生物の保
全に関する条例）

・環境省レッドリスト
・京都府レッドリスト

・希少な植物の分布を踏まえて、
当該種の生育地やその周辺
を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に希少な植物
が生育する場合は、現地調査によりその分布を
踏まえるなど、必要な調査、検討及び措置を行
い、当該種及びその生育場所に与える影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該種の生育状況を把握し、土地の改変

面積の低減等の措置を講じる。
 生育が確認された当該種及び注目すべき生

育地に対して、生育状況等を踏まえて発電
設備の配置等を定め、又は個体の移動を行
う。

 樹木の抜根、用地の舗装は原則として行わ
ず、草地のまま管理する。

・環境省HP
・京都府HP

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

植物の重要な
種及び重要な
群落への影響

・植生自然度が高い地
域

・特定植物群落
・巨樹・巨木林

・植生自然度が高い地域、特
定植物群落又は巨樹・巨木
林及びその周辺を極力避ける
こと。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に植生自然度
が高い地域、特定植物群落又は巨樹・巨木林
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、それらに与える影響を回避又は極力
低減すること。

＜必要な措置の例＞
 特定植物群落の生育状況を把握し、土地

の改変面積の低減等の措置を講じる。
 樹木の抜根、用地の舗装は原則として行わ

ず、草地のまま管理する。
 土地の改変等による、植生自然度が高い地

域等への濁水等の流入が生じないよう工法
を選定する。

・EADAS

地域を特徴付
ける生態系へ
の影響

・重要里地里山
・重要湿地

・重要里地里山や重要湿地や
その周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に重要里地里
山や重要湿地が存在する場合は、必要な調査、
検討及び措置を行い、それらに与える影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 土地の改変等による、重要里地里山や重

要湿地への濁水等の流入が生じないよう工
法を選定する。

 樹木の抜根、用地の舗装は原則として行わ
ず、草地のまま管理する。

・EADAS

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

地域を特徴付
ける生態系へ
の影響

・地域森林計画対象民
有林
（森林法）

・地域森林計画対象民有林に
おける機能の高い森林を極力
避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺に地域森林計画対象民有
林が存在する場合は、必要な調査、検討及び
措置を行い、森林の保続培養及び森林生産力
の増進を図るとともに、森林の持つ多面的機能が
損なわれないように留意し、もって生態系への影
響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 既存の造成地及び管理用道路を有効利用

することにより、土地改変量及び樹木伐採
範囲を最小化する。

 土地の改変等による、下流へ濁水等の流入
が生じない工法を選定する。

 周辺地域の森林施業に著しい支障を及ぼさ
ないようにする。

・広域振興局、京
都林務事務所、
森の保全推進課
に確認

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

主要な眺望点
及び景観資源
並びに主要な
眺望景観への
影響

・風致地区
（都市計画法）

・景観計画区域
（景観法）
・京都府景観資産登録

地区
（京都府景観条例）

・国立公園及び国定公
園の普通地域
（自然公園法）

・府立自然公園の普通
地域
（京都府立自然公園
条例）

・⾧距離自然歩道その他
自然歩道

・重要文化的景観
（文化財保護法）

・京都府選定文化的景
観
（京都府文化財保護
条例）

・主要な眺望点（そのアクセス
道を含む。）及び景観資源が
存在する地域やその周辺を極
力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に主要な眺望点（そのアクセ
ス道を含む。）、景観資源及び眺望景観が存
在する場合は、必要な調査、検討及び措置を
行い、それらへの影響を回避又は極力低減する
こと。

＜必要な措置の例＞
 眺望点や景観資源の土地改変を行わない。
 眺望点から撮影した写真に発電設備設置

予想図を合成し、眺望景観への影響を予測
し発電設備の形状や色調等を選定する。

 敷地外縁部に植樹を行う。
 京都府景観資産登録地区、重要文化的

景観及び京都府選定文化的景観に係る区
域に発電設備を設置しない。

・京都府HP
・環境省HP
・文化庁HP
・EADAS

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等



28

環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

主要な人と自
然との触れ合
いの活動の場
への影響

・⾧距離自然歩道その他
自然歩道

・⾧距離自然歩道その他自然
歩道が存在する地域やその周
辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に⾧距離自然歩道その他自
然歩道が存在する場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、それらへの影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該自然歩道の範囲を把握し、直接的な

改変を避ける。
 発電設備の色調を周囲の環境になじみやす

いものにする。
 敷地外縁部に植樹を行う。

・環境省HP
・京都府HP

その他 ・周知の埋蔵文化財包
蔵地
（文化財保護法）

・周知の埋蔵文化財包蔵地が
存在する地域を促進区域に
設定する場合は、その設定に
当たり、事業計画の認定時に
求められる地域の環境の保全
のための取組の実施について、
その可否を検討すること。

・計画地やその周辺に周知の埋蔵文化財包蔵地
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、文化財への影響を回避又は極力低
減すること。

＜必要な措置の例＞
 周知の埋蔵文化財包蔵地の土地の改変は

行わない。
 関係自治体との協議を踏まえ、造成計画を

定める。
 周知の埋蔵文化財包蔵地で土地改変を行

う場合には、適切な記録保存措置（発掘
調査等）を実施する。

・京都府HP

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・史跡、名勝及び天然記
念物
（文化財保護法、京
都 府 文 化 財 保 護 条
例）

・伝統的建造物群保存
地区

（文化財保護法）
・文化財環境保全地区
（京都府文化財保護
条例）

・史跡、名勝、天然記念物、伝
統的建造物群保存地区及び
文化財環境保全地区が存在
する地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に史跡、名勝、天然記念物、
伝統的建造物群保存地区及び文化財環境保
全地区が存在する場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、それらへの影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 史跡、名勝、天然記念物、伝統的建造物

群保存地区及び文化財環境保全地区の
直接的な改変を避ける。

 史跡、名勝、天然記念物、伝統的建造物
群保存地区及び文化財環境保全地区の
周辺に発電設備を設置しない。

 天然記念物の生息が確認された地域には
発電設備を設置しない。

・京都府HP

その他 ・津波災害警戒区域
（津波防災地域づくり
に関する法律）

・洪水浸水想定区域
（水防法）

・土砂災害警戒区域
（土砂災害警戒区域
等における土砂災害防
止対策の推進に関する
法律）

・災害危険区域
（建築基準法）

・津波、洪水又は土砂災害等
による被害を受けるおそれがあ
る地域を促進区域に設定する
場合は、その設定に当たり、事
業計画の認定時に求められる
地域の環境の保全のための取
組の実施について、その可否を
検討すること。

・計画地やその周辺に津波、洪水又は土砂災害
等による被害のおそれのある地域が存在する場
合は、必要な調査、検討及び措置を行い、適切
な防災対策を講じ、もって環境影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 想定される浸水深に応じて、電気設備に対

し、かさ上げの対策等の集中豪雨等による
被害防止対策や土砂流出対策を講じる。

 避難施設等に発電設備を設置する場合は、
避難の場所や経路の確保など、避難の対象
となる住民に適切な配慮を行う。

・京都府HP

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・要措置区域及び形質
変更時要届出区域
（土壌汚染対策法）

・要措置区域及び形質変更時
要届出区域を促進区域に設
定する場合は、その設定に当
たり、事業計画の認定時に求
められる地域の環境の保全の
ための取組の実施について、そ
の可否を検討すること。

・計画地に要措置区域又は形質変更時要届出
区域が存在する場合は、必要な調査、検討及
び措置を行い、生活環境への影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 要措置区域内においては、原則として土地

の形質の変更を行わない。
 基準不適合土壌、特定有害物質又は特定

有害物質を含む液体の飛散等の防止のた
めの措置を講ずる。

・京都府HP

その他 ・建設発生土 ― ・工事の実施に伴う建設発生土について、必要な
調査、検討及び措置を行い、環境影響を回避
又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 建設発生土の発生量及び場外搬出量を抑

制する。
 土壌環境基準不適合の建設発生土が発

生した場合は、当該発生土は、適切に保
管・運搬・処理・処分等を行う。

 事業の実施中はもとより事業終了後も仮置
地及び受入地において土砂災害が発生する
ことのないよう措置を講じる。

-

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・廃棄物 ― ・発電施設の工事の実施、供用中及び事業終了
後に発生する廃棄物について、必要な調査、検
討及び措置を行い、環境影響を回避又は極力
低減すること。

＜必要な措置の例＞
 工事の実施に伴う廃棄物の発生量を抑制

する。
 発電設備の耐用年数や更新時期に応じて、

適切に交換・廃棄する。
 事業終了後に老朽機器等を適切に廃棄処

分する。

－

その他 ・優良農地 ・優良農地の存在する地域を
促進区域に設定する場合は、
その設定に当たり、事業計画
の認定時に求められる地域の
環境の保全のための取組の実
施について、その可否を検討
すること。

・計画地やその周辺に優良農地が存在する場合
は、必要な調査、検討及び措置を行い、適切な
農地管理を図り、もって環境影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 一団としての農地利用に支障がない場所に

設置する。
 周辺の農作物への影響を回避又は極力低

減すること。

・ 京 都 府 経 営 支
援・担い手育成
課、広域振興局
に確認

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・都市計画区域
（都市計画法）

・都市計画区域を促進区域に
設定する場合は、その設定に
当たり、事業計画の認定時に
求められる地域の環境の保全
のための取組の実施について、
その可否を検討すること。

・計画地やその周辺に都市計画区域が存在する
場合は、必要な調査、検討及び措置を行い、良
好な市街地の形成に悪影響を及ぼさないように
し、もって環境影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 発電設備の資機材の落下、飛散等による

建築物等への危険を生じないように十分な
離隔距離を確保する。

 良好な住居の環境の形成や商業施設の集
積、工業生産活動の増進に悪影響を及ぼ
すことのないよう、発電施設の位置や規模を
定める。

・京都府HP

２．太陽光発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事項 促進区域に含めることが適切でないと認
められる区域 区域等の設定根拠

土地の安定性への影響 ・保安林
・海岸保全区域
・河川区域

・森林法
・海岸法
・河川法

動物の重要な種及び注目
すべき生息地への影響

・国指定鳥獣保護区

・京都府指定鳥獣保護区

・生息地等保護区

・生息地等保全地区

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化
に関する法律

・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化
に関する法律

・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律

・京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全
に関する条例

植物の重要な種及び重要
な群落への影響

・生息地等保護区

・生息地等保全地区

・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律

・京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全
に関する条例

地域を特徴付ける生態系
への影響

・自然環境保全地域及び歴史的自然環
境保全地域

・京都府環境を守り育てる条例

２．風力発電
(1)促進区域に含めることが適切でないと認められる区域
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環境配慮事項 促進区域に含めることが適切でないと認
められる区域 区域等の設定根拠

主要な眺望点及び景観資
源並びに主要な眺望景観
への影響

・国立公園及び国定公園の特別地域
・府立自然公園の特別地域
・保安林（風致保安林）
・風致地区
・近郊緑地特別保全地区
・近郊緑地保全区域
・特別緑地保全地区

・自然公園法
・京都府立自然公園条例
・森林法
・都市計画法
・近畿圏の保全区域の整備に関する法律
・近畿圏の保全区域の整備に関する法律
・都市緑地法

主要な人と自然との触れ合
いの活動の場への影響

・保安林（保健保安林、風致保安林） ・森林法

その他 ・生産緑地地区 ・生産緑地法

２．風力発電
(1)促進区域に含めることが適切でないと認められる区域

（参考）国基準により除外されている区域

原生自然環境保全地域
自然環境保全地域

自然環境保全法

国立/国定公園の特別保護地区、海域公園地区、第１種特別地域 自然公園法

国指定鳥獣保護区の特別保護地区 鳥獣保護管理法

生息地等保護区の管理地区 種の保存法
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

騒音による生
活環境への影
響

・配慮対象（住宅、学
校、病院、福祉施設
等）の分布状況

・用途地域
（都市計画法）

・騒音の現況

・既存文献における発電設備と
騒音に係る苦情発生との距
離や現況を踏まえ、配慮対象
（将来的に立地が想定される
ものを含む。）から適切な離
隔距離を確保した上で、区域
設定すること。

・騒音源となる工事や設備について、その種類や
規模等を踏まえて、必要な調査、検討及び措置
を行い、生活環境への影響を回避又は極力低
減すること。

＜必要な措置の例＞
 配慮施設等の距離に留意して、風力発電

機の配置や機種を選定する。
 施設の適切な維持管理を行い、異常音

の発生低減を図る。
 発電所の供用に伴い、周辺住民の生活

環境への影響が明らかとなった場合は、追
加の防音措置を講じる。

・EADAS
・環境省 風力発
電施設に係る環
境影響評価の基
本的考え方に関
する検討会報告
書

・風力発電施設か
ら発生する騒音等
への対応について

・風力発電施設か
ら発生する騒音に
関する指針

・京都府環境白書
水の濁りによる
影響

・取水施設の状況 ・下流側に取水施設が存在す
る地域を促進区域に設定する
場合は、その設定に当たり、事
業計画の認定時に求められる
地域の環境の保全のための取
組の実施について、その可否を
検討すること。

・計画地の下流側に取水施設が存在する場合は、
その分布を踏まえて、必要な調査、検討及び措
置を行い、水の濁りによる影響を回避又は極力
低減すること。

＜必要な措置の例＞
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・EADAS
・水道水質データ
ベース

・河川管理者が有
する情報

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

重要な地形及
び地質への影
響

・京都府レッドリスト ・学術上高い価値を有する地
形・地質が存在する地域やそ
の周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地、その周辺又は下流域に学術上高い価
値を有する地形・地質が存在する場合は、必要
な調査、検討及び措置を行い、当該地形・地質
への影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該地形・地質の分布状況を把握し、直接

的な改変を避ける。
 やむを得ず当該地形・地質の分布地域と重

複する部分で工事を実施する場合は、改変
範囲を最小化する。

 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等
を設置する。

 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の
洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・砂防指定地
（砂防法）

・地すべり防止区域
（地すべり等防止法）

・急傾斜地崩壊危険区
域
（急傾斜地の崩壊によ
る災害の防止に関する
法律）

・土砂災害特別警戒区
域
（土砂災害警戒区域
等における土砂災害防
止対策の推進に関する
法律）

・砂防指定地、地すべり防止区
域、急傾斜地崩壊危険区域
及び土砂災害特別警戒区域
やその周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺又は下流域に急傾斜地の崩
壊や土石流等の災害が発生するおそれのある地
域が存在する場合は、必要な調査、検討及び
措置を行い、土地の安定性への影響を回避又
は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 土地の傾斜の状況等を考慮の上で、関係

設備の設置範囲等を定める。
 地盤の特性や過去の土砂災害の発生状況

等を踏まえ、土砂の崩落及び流出の可能性
が高い箇所の改変を避ける。

 軟弱な地盤には、土壌改良を行う。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府土木事務
所、広域振興局、
林務事務所に確
認

・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・河川保全区域
（河川法）

・河川保全区域やその周辺を
極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地、その周辺又は下流域に河川保全区域
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、河岸及び河川管理施設を適切に保
全し、もって土地の安定性への影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 その荷重による影響等を考慮の上で、関係

設備の設置範囲等を定める。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 排水工や緑化工などの土砂等の崩壊等によ

る災害の発生の防止策を講じる。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

・京都府土木事務
所に確認

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

土地の安定性
への影響

・盛土・切土 － ・盛土及び切土を行う場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、土地の安定性への影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 法令・条例等で定められる基準等を確実に

遵守し、適切な崩壊防止工法を選定する。
 必要な箇所に沈砂池や土砂流出防止柵等

を設置する。
 沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池排水口の

洗掘状況等を定期的に確認し、適切に維
持管理する。

 降雨後に沈砂池の土壌堆積状況、沈砂池
排水口の洗掘状況等を適宜確認する。

 排水工や緑化工などの土砂等の崩壊等によ
る災害の発生の防止策を講じる。

－

風車の影によ
る影響

・配慮対象（住宅、学
校、病院、福祉施設
等）の分布状況

・用途地域
（都市計画法）

－ ・風車の影について、必要な調査、検討及び措置
を行い、環境保全上の影響を回避又は極力低
減すること。

＜必要な措置の例＞
 発電設備の規模・高さと冬至の日影⾧さや

影響が発生する方角や時間を考慮の上、適
切な離隔距離を確保できるよう、風車の配
置や機種を定める。

 発電所の供用に伴い、周辺住民の生活環
境への影響が明らかとなった場合は、運転制
限等の追加の環境保全措置を講じる。

・EADAS

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

動物の重要な
種及び注目す
べき生息地へ
の影響

・国内希少野生動植物
種一覧
（絶滅のおそれのある
野生動植物の種の保
存に関する法律）

・指定希少野生生物
（京都府絶滅のおそ
れのある野生生物の保
全に関する条例）

・環境省レッドリスト
・京都府レッドリスト

・希少な動物の分布を踏まえて、
当該種の生息地やその周辺
を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当た
り、事業計画の認定時に求
められる地域の環境の保全の
ための取組の実施について、
その可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に希少な動物
が生息する場合は、現地調査によりその分布を
踏まえるなど、必要な調査、検討及び措置を行
い、当該種及びその生息地に与える影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該種の生息状況を把握し、土地の改変

面積の低減等の措置を講じる。
 生息が確認された当該種及び注目すべき生

息地に対して、生息状況等を踏まえて発電
設備の配置等を定める。

 カットイン風速以下の風速時にフェザリングを
行うことで、バットストライク及びバードストライ
クを低減する。

 事後調査により、予想を上回るバットストライ
ク及びバードストライクの発生が明らかになっ
た場合は、運転制限等の追加の環境保全
措置を講じる。

・環境省HP
・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等



41

環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

動物の重要な
種及び注目す
べき生息地へ
の影響

・風力発電に係るセンシ
ティビティマップ

・渡り鳥の移動ルート又は希少
猛禽類の生息域が存在する
地域であり、当該区域を促進
区域に設定する場合は、事業
計画の認定時に留意すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に渡り鳥の移
動ルート又は希少猛禽類の生息域が存在する
場合は、現地調査によりその分布を踏まえるなど、
必要な調査、検討及び措置を行い、それらに与
える影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 猛禽類や渡り鳥の移動ルート等を把握し、

風車の機種や配置を定める。
 カットイン風速以下の風速時にフェザリングを

行うことで、バードストライクを低減する。
 事後調査により、予想を上回るバードストラ

イクの発生が明らかになった場合は、運転制
限等の追加の環境保全措置を講じる。

・EADAS

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

植物の重要な
種及び重要な
群落への影響

・国内希少野生動植物
種一覧
（絶滅のおそれのある
野生動植物の種の保
存に関する法律）

・指定希少野生生物
（京都府絶滅のおそ
れのある野生生物の保
全に関する条例）

・環境省レッドリスト
・京都府レッドリスト

・希少な植物の分布を踏まえて、
当該種の生育地やその周辺
を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に希少な植物
が生育する場合は、現地調査によりその分布を
踏まえるなど、必要な調査、検討及び措置を行
い、当該種及びその生育場所に与える影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該種の生育状況を把握し、土地の改変

面積の低減等の措置を講じる。
 生育が確認された当該種及び注目すべき生

育地に対して、生育状況等を踏まえて発電
設備の配置等を定め、又は個体の移動を行
う。

・環境省HP
・京都府HP

植物の重要な
種及び重要な
群落への影響

・植生自然度が高い地
域

・特定植物群落
・巨樹、巨木林

・植生自然度が高い地域、特
定植物群落又は巨樹・巨木
林及びその周辺を極力避ける
こと。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に植生自然度
が高い地域、特定植物群落又は巨樹・巨木林
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、それらに与える影響を回避又は極力
低減すること。

＜必要な措置の例＞
 特定植物群落の生育状況を把握し、土地

の改変面積の低減等の措置を講じる。
 土地の改変等による、植生自然度が高い地

域等への濁水等の流入が生じないよう工法
を選定する。

・EADAS

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

地域を特徴付
ける生態系へ
の影響

・重要里地里山
・重要湿地

・重要里地里山や重要湿地や
その周辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺及び下流域に重要里地里
山や重要湿地が存在する場合は、必要な調査、
検討及び措置を行い、それらに与える影響を回
避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 土地の改変等によって、重要里地里山や重

要湿地に濁水等の流入が生じないように計
画や工法を検討する。

・EADAS

地域を特徴付
ける生態系へ
の影響

・地域森林計画対象民
有林
（森林法）

・地域森林計画対象民有林に
おける機能の高い森林を極力
避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地又はその周辺に地域森林計画対象民有
林が存在する場合は、必要な調査、検討及び
措置を行い、森林の保続培養及び森林生産力
の増進を図るとともに、森林の持つ多面的機能が
損なわれないように留意し、もって生態系への影
響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 既存の造成地及び管理用道路を有効利用

することにより、土地改変量及び樹木伐採
範囲を最小化する。

 土地の改変等による、下流へ濁水等の流入
が生じない工法を選定する。

 周辺地域の森林施業に著しい支障を及ぼさ
ないようにする。

・広域振興局、京
都林務事務所、
森の保全推進課
に確認

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

主要な眺望点
及び景観資源
並びに主要な
眺望景観への
影響

・景観計画区域
（景観法）

・京都府景観資産登録
地区
（京都府景観条例）

・国立公園及び国定公
園の普通地域
（自然公園法）

・府立自然公園の普通
地域
（京都府立自然公園
条例）

・⾧距離自然歩道その他
自然歩道

・重要文化的景観
（文化財保護法）
・京都府選定文化的景
観
（京都府文化財保護
条例）

・主要な眺望点（そのアクセス
道を含む。）及び景観資源が
存在する地域やその周辺を極
力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に主要な眺望点（そのアクセ
ス道を含む。）、景観資源及び眺望景観が存
在する場合は、必要な調査、検討及び措置を
行い、それらへの影響を回避又は極力低減する
こと。

＜必要な措置の例＞
 眺望点や景観資源の土地改変を行わない。
 眺望点から撮影した写真に発電設備設置

予想図を合成し、眺望景観への影響を予測
し発電設備の形状や色調等を選定する。

 敷地外縁部に植樹を行う。
 京都府景観資産登録地区、重要文化的

景観及び京都府選定文化的景観に係る区
域に発電設備を設置しない。

・京都府HP
・環境省HP
・文化庁HP
・EADAS

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

主要な人と自
然との触れ合
いの活動の場
への影響

・⾧距離自然歩道その他
自然歩道

・⾧距離自然歩道その他自然
歩道が存在する地域やその周
辺を極力避けること。

・当該地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に⾧距離自然歩道その他自
然歩道が存在する場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、それらへの影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 当該自然歩道の範囲を把握し、直接的な

改変を避ける。
 発電設備の色調を周囲の環境になじみやす

いものにする。
 敷地外縁部に植樹を行う。

・環境省HP
・京都府HP

その他 ・周知の埋蔵文化財包
蔵地
（文化財保護法）

・周知の埋蔵文化財包蔵地が
存在する地域であり、当該地
域を促進区域に設定する場
合は、事業計画の認定時に
留意すること。

・計画地やその周辺に周知の埋蔵文化財包蔵地
が存在する場合は、必要な調査、検討及び措
置を行い、文化財への影響を回避又は極力低
減すること。

＜必要な措置の例＞
 周知の埋蔵文化財包蔵地の土地の改変は

行わない。
 関係自治体との協議を踏まえ、造成計画を

定める。
 周知の埋蔵文化財包蔵地で土地改変を行

う場合には、適切な記録保存措置（発掘
調査等）を実施する。

・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・史跡、名勝及び天然記
念物
（文化財保護法、京
都 府 文 化 財 保 護 条
例）

・伝統的建造物群保存
地区

（文化財保護法）
・文化財環境保全地区
（京都府文化財保護
条例）

・史跡、名勝、天然記念物、伝
統的建造物群保存地区及び
文化財環境保全地区が存在
する地域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に史跡、名勝、天然記念物、
伝統的建造物群保存地区及び文化財環境保
全地区が存在する場合は、必要な調査、検討
及び措置を行い、それらへの影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 史跡、名勝、天然記念物、伝統的建造物

群保存地区及び文化財環境保全地区の
直接的な改変を避ける。

 史跡、名勝、天然記念物、伝統的建造物
群保存地区及び文化財環境保全地区の
周辺に発電設備を設置しない。

 天然記念物の生息が確認された地域には
発電設備を設置しない。

・京都府HP

その他 ・津波災害警戒区域
（津波防災地域づくり
に関する法律）

・洪水浸水想定区域
（水防法）

・土砂災害警戒区域
（土砂災害警戒区域
等における土砂災害防
止対策の推進に関する
法律）

・災害危険区域
（建築基準法）

・津波、洪水又は土砂災害等
による被害を受けるおそれがあ
る地域であり、当該区域を促
進区域に設定する場合は、事
業計画の認定時に留意するこ
と。

・計画地やその周辺に津波、洪水又は土砂災害
等による被害のおそれのある地域が存在する場
合は、必要な調査、検討及び措置を行い、適切
な防災対策を講じ、もって環境影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 想定される浸水深に応じて、電気設備に対

し、かさ上げの対策等の集中豪雨等による
被害防止対策や土砂流出対策を講じる。

 避難施設等に発電設備を設置する場合は、
避難の場所や経路の確保など、避難の対象
となる住民に適切な配慮を行う。

・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・要措置区域及び形質
変更時要届出区域
（土壌汚染対策法）

・要措置区域及び形質変更時
要届出区域を促進区域に設
定する場合は、その設定に当
たり、事業計画の認定時に求
められる地域の環境の保全の
ための取組の実施について、そ
の可否を検討すること。

・計画地に要措置区域又は形質変更時要届出
区域が存在する場合は、必要な調査、検討及
び措置を行い、生活環境への影響を回避又は
極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 要措置区域内においては、原則として土地

の形質の変更を行わない。
 基準不適合土壌、特定有害物質又は特定

有害物質を含む液体の飛散等の防止のた
めの措置を講ずる。

・京都府HP

その他 ・建設発生土 ― ・工事の実施に伴う建設発生土について、必要な
調査、検討及び措置を行い、環境影響を回避
又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 建設発生土の発生量及び場外搬出量を抑

制する。
 土壌環境基準不適合の建設発生土が発

生した場合は、当該発生土は、適切に保
管・運搬・処理・処分等を行う。

 事業の実施中はもとより事業終了後も仮置
地及び受入地において土砂災害が発生する
ことのないよう措置を講じる。

―

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・廃棄物 ― ・発電施設の工事の実施、供用中及び事業終了
後に発生する廃棄物について、必要な調査、検
討及び措置を行い、環境影響を回避又は極力
低減すること。

＜必要な措置の例＞
 工事の実施に伴う廃棄物の発生量を抑制

する。
 発電設備の耐用年数や更新時期に応じて、

適切に交換・廃棄する。
 事業終了後に老朽機器等を適切に廃棄処

分する。

―

その他 ・優良農地 ・優良農地の存在する地域を
促進区域に設定する場合は、
その設定に当たり、事業計画
の認定時に求められる地域の
環境の保全のための取組の実
施について、その可否を検討
すること。

・計画地やその周辺に優良農地が存在する場合
は、必要な調査、検討及び措置を行い、適切な
農地管理を図り、もって環境影響を回避又は極
力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 一団としての農地利用に支障がない場所に

設置する。
 周辺の農作物への影響を回避又は極力低

減すること。

・ 京 都 府 経 営 支
援・担い手育成
課、広域振興局
に確認

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等
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環境配慮事
項

考慮に当たって収集す
べき情報

区域設定に当たっての考え
方

事業計画認定に当たっての考え方 情報の収集方法

その他 ・都市計画区域
（都市計画法）

・都市計画区域を極力避けるこ
と。

・当該区域を促進区域に設定
する場合は、その設定に当たり、
事業計画の認定時に求めら
れる地域の環境の保全のため
の取組の実施について、その
可否を検討すること。

・計画地やその周辺に都市計画区域が存在する
場合は、必要な調査、検討及び措置を行い、良
好な市街地の形成に悪影響を及ぼさないように
し、もって環境影響を回避又は極力低減すること。

＜必要な措置の例＞
 発電設備の資機材の落下、飛散等による

建築物等への危険を生じないように十分な
離隔距離を確保する。

 良好な住居の環境の形成や商業施設の集
積、工業生産活動の増進に悪影響を及ぼ
すことのないよう、発電施設の位置や規模を
定める。

・京都府HP

２．風力発電
(2)考慮を要する区域・事項等



地域脱炭素化促進区域設定基準に関する
専門委員会の検討結果の御報告
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③地域脱炭素化のための促進区域の
候補となる具体的なエリアについて



促進区域の候補となる具体的なエリアの明示について

 京都府で定めた環境配慮基準をもとに、京都府内の市町村にて促進区域（地域脱炭素化促進
事業の対象となる区域）の設定が積極的に進むよう

・ 地域脱炭素のための促進区域の候補となる具体的なエリア

・ 想定される地域の環境保全及び地域経済・社会の持続的発展への貢献

について、環境配慮基準と共に示すこととする。

（環境省 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第１版）P16引用）51



府の示す促進区域の候補となる具体的なエリアについて

促進区域の候補となる

具体的なエリアについて

市町村の努力義務

 「地域の環境保全の取組」及び「地域の経済及び
社会の持続的発展に資する取組」 の明記【実行
計画への明記】

市町村の努力義務

 促進区域等の設定【実行計画への明記】

「地域の環境保全の取組」及び「地域の

経済･社会の持続的発展に資する取組」

＜例＞

 営農が見込まれない荒廃農地★

 市町村等が管理する廃棄物最終処分場跡地

 市町村等の有する遊休地

 ため池管理保全法に基づき適正に管理されたため池★

 商業施設・市町村等の管理する駐車場★

 企業等の工場跡地★

＜例＞

 災害時の地域への電力供給★

 売電収入による地域貢献★

 原野化した荒廃農地の再エネ整備による獣害対策

 地元の雇用創出や人材の育成

 再エネ事業の継続実施

★:第１回委員会の委員意見

 市町村は国及び京都府で示した除外すべき区域を除くエリアにおいて、配慮すべき事項を踏まえ、
地域脱炭素のための促進区域を設定。
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今後のスケジュール（案）について
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今後のスケジュール（案）について
2022年

７月 環境審議会 会⾧への諮問
→総合政策部会・地球環境部会・環境管理部会へ付議

総合政策部会・地球環境部会・環境管理部会

８月 第１回地域脱炭素化促進区域設定基準に関する専門委員会
第２回地域脱炭素化促進区域設定基準に関する専門委員会

１０月 第３回地域脱炭素化促進区域設定基準に関する専門委員会

環境管理部会（条例改正案・促進区域基準案の中間報告）

総合政策部会・地球環境部会合同部会（促進区域基準案中間案報告 等）

１２月 京都府議会１２月定例会で報告の上、条例改正骨子・改正温対計画の
パブリックコメント開始

2023年
～１月 パブリックコメント終了

環境管理部会・総合政策部会・地球環境部会→ 環境審議会答申

２月 京都府議会２月定例会（最終案上程）

本日


